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特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請について（公告） 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第３項の規定により、次のとおり特定非営利活動法人の

定款の変更の認証申請があった。 

なお、特定非営利活動促進法第25条第５項で準用する第10条第２項に規定する申請書の添付書類は、新潟県県民

生活・環境部県民生活課及び上越地域振興局において縦覧に供する。  

平成27年５月15日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 申請のあった年月日 

  平成 27 年４月 28 日 

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 

  特定非営利活動法人にいがた環境監査機構 

３ 代表者の氏名 

  熊木 繁雄 

４ 主たる事務所の所在地 

  上越市下門前 1648 番地 

５ 定款に記載された目的 

この法人は、環境負荷に関連する環境及び土木事業において、全国的なネットワークを構築し、環境負

荷を限りなくゼロに近づけるために、情報の提供及びコンサルティングに関する事業を行い、次世代に負

の遺産を残さない環境を形成することを目的とする。 

６ 定款に記載された特定非営利活動の種類 

 環境の保全を図る活動 

７ 定款の変更内容 

変 更 後 変 更 前 

（種別） 

第６条 （略） 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した

 個人、企業及び団体 

 （任期等） 

第16条 （略） 

２～３（略） 

４ 第１項の規定に関わらず、後任の役員が選任

されていない場合には、任期の末日後最初の総

会が終結するまでその任期を伸長する。 

（機能） 

第23条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 事業計画及び活動予算並びにその変更 

(5) 事業報告及び活動決算 

(6)～(7) （略） 

(8) 借入金（その事業年度内の収益をもって償還

する短期借入金を除く。第48条において同じ。）

 その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(9)～(10) （略） 

（資産の構成） 

第39条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 財産から生じる収益 

(5) 事業に伴う収益 

(6) その他の収益 

（事業計画及び予算） 

（種別） 

第６条 （略） 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した

 個人 

 （任期等） 

第16条 （略） 

２～３（略） 

 

 

 

（機能） 

第23条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 事業計画及び収支予算並びにその変更 

(5) 事業報告及び収支決算 

(6)～(7) （略） 

(8) 借入金（その事業年度内の収入をもって償還

する短期借入金を除く。第48条において同じ。）

 その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(9)～(10) （略） 

（資産の構成） 

第39条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 財産から生じる収入 

(5) 事業に伴う収入 

(6) その他の収入 

（事業計画及び予算） 
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第42条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予

算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければ

ならない。 

 （暫定予算） 

第43条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理

由により予算が成立しないときは、理事長は、理

事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度

の予算に準じ収益費用を講じることができる。 

 ２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収

益費用とみなす。 

 （事業報告及び決算） 

第46条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借

対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、

毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、

監事の監査を受け、総会の議決を経なければな

らない。 

 ２ （略） 

第49条 この法人が定款を変更しようとするときは、

総会に出席した正会員の４分の３以上の多数に

よる議決を経、かつ、法第25条第３項に規定す

る事項については、所轄庁の認証を得なければ

ならない。 

 （残余財産の帰属） 

第51条 この法人が解散（合併又は破産による解散

を除く。）したときに残存する財産は、法第11

条第３項に掲げる者のうち、総会で議決したも

のに譲渡するものとする。 

 （公告の方法） 

第53条 この法人の公告は、この法人の掲示上に掲

示するとともに、官報に掲載して行う。 

 

第42条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予

算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければ

ならない。 

 （暫定予算） 

第43条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理

由により予算が成立しないときは、理事長は、理

事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度

の予算に準じ収入支出をすることができる。 

 ２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収

入支出とみなす。 

 （事業報告及び決算） 

第46条 この法人の事業報告書、収支計算書、貸借

対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、

毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、

監事の監査を受け、総会の議決を経なければな

らない。 

 ２ （略） 

第49条 この法人が定款を変更しようとするときは、

総会に出席した正会員の４分の３以上の多数に

よる議決を経、かつ、法第25条第３項に規定す

る軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得なけれ

ばならない。 

 （残余財産の帰属） 

第51条 この法人が解散（合併又は破産による解散

を除く。）したときに残存する財産は、法第11

条第３項に掲げる者のうち、総会で議決した地

方公共団体に譲渡するものとする。 

 （公告の方法） 

第53条 この法人の公告は、この法人の掲示上に掲

示するとともに、新潟日報に掲載して行う。 

 

  

 


